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明 細 書

発明の名称 ：光学フィルタ

関連出願の相互参照

[0001 ] 本出願は、 2 0 1 3 年 5 月 8 日に出願された日本国特許出願 2 0 1 3 _ 9

8 4 4 2 号に基づ くものであ り、 ここにその記載内容を参照により援用する

技術分野

[0002] 本開示は、表面プラズモン共鳴を用いて特定波長帯域の光を選択的に透過

させる光学 フィルタに関する。

背景技術

[0003] 特定の波長帯の光を透過させる光学 フィルタは、大きく分けて 3 種類の光

学 フィルタがある。第1の種類の光学 フィルタは色素系の材料を用いる光学 フ

ィルタ （たとえば特許文献 1 ) であ り、第 2 の種類の光学 フィルタは誘電体

多層膜を用いる光学 フィルタ （たとえば特許文献 2 ) であ り、第 3 の種類の

光学 フィルタは表面プラズモン共鳴を用いる光学 フィルタ （たとえば特許文

献 3 〜 8 ) である。

[0004] 色素系の材料を用いた光学 フィルタは、カラ一液晶デ ィスプレイなどに広

く用いられており、主に R G B 用の可視光領域に対応する光学 フィルタが多

し、。 色素系材料を用いた可視光領域の光学 フ ィル タは、透過率、透過波長の

ピークの半値幅 ともに良好な特性を示す。

[0005] 誘電体多層膜を用いた光学 フィルタは、屈折率の異なる誘電体膜を交互に

所定の膜厚で積層させた構造であ り、多 くの光学部品に用いられている。誘

電体多層膜を用いた光学 フィルタは、透過率、透過波長の ピークの半値幅 と

もに良好な特性であ り、耐環境性にも優れている。 また、誘電体多層膜を用

いた光学 フィルタは、近赤外領域においても良好な特性が得 られる。

[0006] 表面 プラズモン共鳴を用いた光学 フィルタは、周期的構造を有する金属層

を有 した構造であ り、金属 と誘電体 との界面で生 じる表面ブラズモン共鳴を



利用する。表面 プラズモン共鳴を用いた光学 フィルタにおいては、周期的構

造の周期長 を調整 した り、ホールゃ ドッ 卜の形状 を工夫することによって、

所望の透過域 を得た り、 ブラズモン増強 による透過率の向上が試み られてい

る。

[0007] 本願発明者 は、光学 フィルタと、光学 フィルタに関する技術 に関 して下記

を見出 した。

[0008] 色素系の材料 を用いた光学 フィルタは、紫外線な どによってフィルタ一の

特性が劣化 して しまうな ど耐環境性 に優れていない虞がある。 また、近赤外

線領域 において良好な透過特性 を示す材料がない虞がある。

[0009] 誘電体多層膜 を用いた光学 フィルタは、良好な特性 を得 るためには薄膜 を

0 層以上積層 させ る必要があ り、製造 に手間がかか り低 コス ト化が難 しい

虞がある。 また厚 さ方向に波長依存性があるため、 同一の工程で複数の波長

フィルタを作製 することがで きない虞がある。

[001 0] 表面 プラズモン共鳴を用いた光学 フィルタは、構成が簡単であ り、耐環境

性 も高いという利点があるが、上記 2 つの光学 フィルタに比べて透過率や透

過波長の ピークの半値幅な ど特性が悪い虞がある。

先行技術文献

特許文献

[001 1] 特許文献 1 ：日本国公開特許公報 2 0 1 0 — 1 3 4 3 5 3 号

特許文献2 ：日本国公開特許公報 2 0 0 8 — 5 3 8 3 号

特許文献3 ：日本国公開特許公報 2 0 0 8 — 2 7 0 0 6 1 号

特許文献4 ：日本国公開特許公報 2 0 0 6 — 5 0 9 3 5 8 号

特許文献5 ：日本国公開特許公報 2 0 0 0 - 1 1 1 8 5 1 号

特許文献6 ：日本国公開特許公報 2 0 0 7 — 2 5 8 6 5 7 号

特許文献7 ：日本国公開特許公報 2 0 1 0 — 1 6 0 2 1 2 号

特許文献8 ：日本国公開特許公報 2 0 1 1 _ 1 7 1 5 1 9 号

発明の概要

[001 2] 本開示の 目的は、透過帯域の狭い特性 を実現する表面 プラズモン共鳴を用



いた光学フィルタを提供することである。

[001 3] 本開示の一例によれば、表面プラズモン共鳴を用いて特定の波長帯域の光

を選択的に透過させる光学フィルタにおいて、誘電体からなる第 1 誘電体層

と、第 1 誘電体層上に位置 し、第 1 誘電体層よりも屈折率の高い誘電体から

なる第 2 誘電体層と、第 2 誘電体層上に位置 し、第 2 誘電体層よりも屈折率

の低い誘電体からなる第 3 誘電体層と、第 3 誘電体層上に位置 し、周期的構

造を有 した金属からなり、第 3 誘電体層との界面で表面ブラズモン共鳴を生

じさせる金属層と、を有する光学フィルタが提供される。

[0014] 本開示によれば、金属層と第 3 誘電体層との界面に生 じる表面プラズモン

共鳴による大域的な波長フィルタ リングだけでな く、第 2 誘電体層を設けた

ことによる伝搬モ一 ドの限定により狭帯域な波長フィルタ リングを行うこと

ができる。そのため、狭帯域な光学フィルタを実現することができる。特に

、表面プラズモン共鳴を用いた光学フィルタでは従来難 しかつた近赤外領域

に透過波長 ピークを有する特性が実現されうる。

図面の簡単な説明

[001 5] 本開示についての上記および他の目的、特徴や利点は、添付の図面を参照

した下記の詳細な説明から、より明確になる。添付図面において

[ 図1] 図 1 は、実施例 1 の光学フィルタの構成を示 した図であり、

[ 図2] 図 2 は、図 1 の切断線Π - Π における、金属 ドッ 卜1 5 の配列パターン

を示 した図であり、

[ 図3] 図 3 は、他の金属層 1 3 の周期的構造を示 した図であり、

[ 図4] 図 4 は、他の金属層 1 3 の周期的構造を示 した図であり、

[ 図5] 図 5 は、他の金属層 1 3 の周期的構造を示 した図であり、

[ 図6] 図 6 は、実施例 1 の光学フィルタの透過率波長依存性を示 したグラフで

あり、

[ 図7] 図 7 は、実施例 2 の光学フィルタの構成を示 した図であり、

[ 図8] 図 8 は、図 7 の切断線VIII-VIII における、金属 ドッ ト2 5 の配列パタ

ーンを示 した図である。



発明を実施するための形態

[001 6 ] 以下、本開示の具体的な実施例について説明するが、本開示は実施例に限

定されるものではない。

(実施例 1 )

図 1 は、実施例 1 の光学フィルタの構成を示 した図である。実施例 1 の光

学フィルタは、図 1 のように、 S i 〇2からなる基板 1 0 と、基板 1 0 上に位

置する高屈折率層 1 1 と、高屈折率層 1 1 上に位置するギャップ層 1 2 と、

ギャップ層 1 2 上に位置する金属層 1 3 と、金属層 1 3 上に位置する保護層

1 4 と、によって構成されている。 この光学フィルタは、その面に垂直に保

護層 1 4 側から光を入射させ、基板側から出射される光を狭帯域 とするもの

である。基板 1 0 、高屈折率層 1 1 、ギャップ層 1 2 、保護層 1 4 は、それ

ぞれ本開示の第 1 誘電体層、第 2 誘電体層、第 3 誘電体層、第 4 誘電体層に

相当 している。

[001 7 ] 基板 1 0 は、 S i 〇2からなる。 S i 〇2以外にも、高屈折率層 1 1 よりも屈

折率の低い誘電体であれば任意の材料を用いることができる。

[001 8 ] 高屈折率層 1 1 は、厚さ 1 3 0 n m で、基板 1 0 よりも屈折率の高い誘電

体である T i 〇2からなる。高屈折率層 1 1 は、基板 1 0 よりも屈折率の高い

誘電体材料であれば、他の材料を用いてもよく、たとえば、 Z r 〇2などの酸

化物や、 S i N などの窒化物でよい。高屈折率層 1 1 を導入することにより

、光の伝搬モー ドを限定 し、所望の帯域の透過率を抑制することができる。

詳細については後述する。

[001 9] ギャップ層 1 2 は、基板 1 0 と同様に S i 〇2からなり、高屈折率層 1 1 よ

りも屈折率が低 くなつている。ギャップ層 1 2 の厚さは 5 0 n m である。ギ

ヤップ層 1 2 は基板 1 0 と同 じ材料である必要はな く、高屈折率層 1 1 より

も屈折率の低い材料であればよい。ただ し、基板 1 0 と同一の材料を用いる

ことで、高屈折率層 1 1 の厚さの設計が容易となり、実施例 1 の光学 フ ィル

夕の構成が簡易となり、低 コス ト化を図ることができる。よって、ギャップ

層 1 2 は同一材料もしくは誘電率がおよそ等 しい材料 とすることが望ましい



[0020] 金属層 1 3 は、図 2 に示すように、平面視 において、 A I か らなる金属 ド

ッ 卜1 5 が正方格子状 に配列されたパターンの周期的構造を有 している。金

属 ドッ 卜1 5 の形状は直方体であ り、平面視 において正方形である。金属層

1 3 の厚 さは 1 O O n mである。 また、 この周期的構造は、周期長 （金属 ド

ッ 卜1 5 の中心の間隔）は 5 0 0 n m、金属 ドッ ト1 5 の大 きさ （正方形の

—辺の長さ）は 2 5 0 n m である。金属 ドッ 卜1 5 間の隙間は、保護層 1 4

によって埋め られている。 これにより、金属 ドッ ト1 5 が酸化等によって腐

食することを防止 している。

[0021 ] なお、金属層 1 3 の周期的構造は、図 2 に示 したものに限るものではな く

、表面 プラズモン共鳴を生 じうる任意の周期的構造であってよい。たとえば

、正方格子状以外にも、三角格子状などの任意の周期的パターンに金属 ドッ

卜1 5 を形成 してもよい。 また、金属 ドッ ト1 5 ではな く、金属層 1 3 を貫

通する孔を周期的に開けた構造 と してもよい。 この場合 も孔の配列は正方格

子状、三角格子状など任意の周期的パターンとすることができる。 また、ス

卜ライプ状の溝あるいは凸部 を設けることで周期的パターンと してもよい。

金属層 1 3 の周期的構造が、ス トライプ状の場合は、偏光方向がス トライプ

方向の光成分については、透過できない点に留意する。 ドッ 卜あるいは孔の

平面視での形状は、円、楕円、正三角形、正方形、正六角形など任意の形状

を用いることができ、 この形状 によっても実施例 1 の光学 フィルタの透過率

等を制御することができる。 また、 ドッ トあるいは孔の側面は、傾斜を有 し

ていてもよい。 また、 ドッ ト間の隙間ゃ孔は、空洞であってもよいが、実施

例 1 の金属層 1 3 のように誘電体 （保護層 1 4 ) によって埋め られているこ

とが望 ま しい。 これにより、金属層 1 3 の酸化等の腐食 を防止するとともに

、光学 フィルタの物理的な耐久性、安定性 を高めることができる。

[0022] 金属層 1 3 の周期的構造の一例 を図 3 〜 5 に示す。図 3 は、金属層 1 3 を

貫通する正方形の孔 1 7 を正方格子状 に配列 したパターンである。図 4 は、

正方形の金属 ドッ ト1 5 を三角格子状 に配列 したパターンである。図 5 は、



ス 卜ライプ状の金属からなる凸部 1 8 を設けたパターンである。

[0023] たとえば、透過波長のピークを4 0 0 〜 2 0 0 0 n mの間にするには、孔

または ドッ卜が三角格子状あるいは正方格子状に配列 したパターンとし、そ

の周期 （ドット間の距離または孔間の距離）を 2 0 0 m 以下とすることで

可能となる。また、透過率や半値幅は、金属層 1 3 の厚さ、孔および ドッ卜

の大きさと形状によって制御可能である。透過率を6 0 %以上とするには、

金属層 1 3 の厚さを2 0 0 n m以下とし、孔および ドッ卜を円または多角形

とし、その直径を周期の 2 / 3 以下とすることで実現できる。

[0024] 金属層 1 3 の材料はA I に限るものではなく、 A u 、 A g 、 C u 、M g 、

Z r 、 l n 、 S n 、 F e 、 C o 、 N i 、 R h 、 I r 、 P t などの金属単体や

それらの合金でよい。金属層 1 3 の材料は、 I T O (インジウム酸化スズ）

、酸化亜鉛、などの導電性酸化物を用いることもできる。表面プラズモン共

鳴の効果が高いA I 、 A u またはそれらの合金とすることが望ましい。

[0025] 保護層 1 4 は、 S i 〇2からなり、金属層 1 3 を封止 して酸化等の腐食を防

止する。また、保護層 1 4 は、光学フィルタの透過率を高める。この構成に

より、ギャップ層 1 2 と金属層 1 3 との界面で生 じる表面プラズモン共鳴と

、金属層 1 3 と保護層 1 4 との界面で生 じる表面プラズモン共鳴を利用する

ことができるため、透過率を高めることができる。保護層 1 4 は金属層 1 3

上に位置するとともに、金属層 1 3 の金属 ドッ卜1 5 の隙間を埋めている。

保護層 1 4 はギャップ層 1 2 と異なる材料であってもよい。透過波長の半値

幅を狭 くするためには、ギャップ層 1 2 と保護層 1 4 は同一材料とするか、

もしくは誘電率がおよそ等 しい材料とすることが望ましい。この保護層 1 4

は必ず しも必要ではないが、上記利点のため設けることが好ましい。また、

金属 ドッ卜1 5 の隙間を埋める部材を保護層 1 4 と異なるものとしてもよい

[0026] なお、金属層 1 3 以外の各構成の材料、つまり基板 1 0 、高屈折率層 1 1

、ギャップ層 1 2 は、無機材料であってもよいし、有機材料であってもよい

。フレキシブルな有機材料を用いることで、フイルム状の光学フィルタとす



ることも可能である。

[0027] 保護層 1 4 上に、入射光の反射を防ぐ膜、たとえばA R コー ト膜を形成 し

てもよい。

[0028] 実施例 1 の光学フィルタは、以下の製造方法によって作製する。まず、基

板 1 0 上に、スパッタゃ真空蒸着、化学蒸着 （C V D ) などの方法によって

誘電体層 1 1、ギャップ層 1 2 を順に形成する。次に、ギャップ層 1 2 上に

、スパッタゃ真空蒸着などの方法によって金属層を形成 し、その上に電子線

( E B ) 描画、ナノインプリントなどを用いてレジス 卜をパターニングする

。そして、誘導結合プラズマ （I C P ) エッチングなどを用いて金属層をェ

ツチングすることで、周期的構造を有する金属層 1 3 を形成する。その後、

金属層 1 3 上にスパッタ、真空蒸着、C V D などの方法によって保護層 1 4

を形成する。以上によって実施例 1 の光学フィルタが作製される。

[0029] 次に、実施例 1 の光学フィルタの動作について説明する。

[0030] 実施例 1 の光学フィルタは、その光学フィルタの主面に垂直に保護層 1 4

表面側から光を入射させ、基板 1 0 裏面側から光を透過させて取り出すもの

である。光を光学フィルタの主面に垂直に、保護層 1 4 側から入射させると

、保護層 1 4 と金属層 1 3 の金属 ドット1 5 との界面、および金属 ドット1

5 とギヤップ層 1 2 との界面において生じる表面プラズモン共鳴によって、

所定の波長帯のみが透過される。つまり、所望の波長に透過率のピークを有

した透過特性を有する。

[0031 ] この表面プラズモン共鳴を利用した波長フィルタリングでは、ピークより

も短波長側において十分に透過率を低減することができない虞がある。

[0032] この短波長側の光は、高屈折率層 1 1 を設けたことで抑制される。高屈折

率層 1 1 は、高屈折率層 1 1 よりも屈折率の低い基板 1 0 とギヤップ層 1 2

との間に設けた層であり、この高屈折率層 1 1 を設けたことで、下記数式 1

を満たす伝搬モー ドのみが高屈折率層 1 1 内を平面方向に伝搬することがで

きる。なお、光学フィルタの主面に垂直に光を入射 しているにもかかわらず

、高屈折率層 1 1 を平面方向に伝搬する光が存在するのは、金属層 1 3 の周



期的構造による回折のためである。

[0033] [数 1]

(k 0
2
£厂

上記数式 1 において、 k Oは波数、 は伝搬定数、 d は高屈折率層 1 1 の

厚さ、 ε 1、 ε 2 、 ε 3 はそれぞれ基板 1 0 、高屈折率層 1 1、ギャップ層

1 2 の誘電率、mは整数を示 している。

[0034] 実施例 1 の光学フィルタでは、基板 1 0 とギヤップ層 1 2 とで同一材料を

用いているため、 ε 1 = ε 3 であり、数式 1 は次の数式 2 のようになる。

[0035] [数2]

1

おみ厂 が声d m 7 + 2arctan - \
い 2 k 。 厂 )

ギャップ層 1 2 を透過 して高屈折率層 1 1 に入射 した光のうち、この数式

2 を満たす伝搬モー ドの光は高屈折率層 1 1 中に 卜ラップされ、高屈折率層

1 1 を透過 して基板 1 0 へと入射することはない。 したがって、基板 1 0 、

高屈折率層 1 1、ギャップ層 1 2 の 3 層の積層構造は、数式 2 を満たす波長

帯を透過させない波長フィルタとして動作する。

[0036] この数式 2 を満たす伝搬モー ドにおいて許容される波長帯と、表面プラズ

モン共鳴による波長フィルタリングでの透過波長ピークより左側の帯域とが

重なるようにし、かつ、数式 2 の伝搬モー ドにおいて禁止される波長帯域 （

つまり高屈折率層 1 1 を透過する波長帯域）と、表面プラズモン共鳴による

波長フィルタリングでの透過波長ピークとが重なるように、高屈折率層 1 1

の厚さd を設計する。実施例 1 の光学フィルタでは、高屈折率層 1 1 の厚さ

を 1 3 0 n m とすることで、 7 5 0 〜 8 5 0 n mの帯域を透過させないよう

に設計 している。これにより、表面プラズモン共鳴による波長フィルタリン

グで十分に抑制されなかった透過波長ピークの短波長側を、高屈折率層 1 1



の導入による波長フィルタリングによって抑制することができる。また、透

過波長ピ一クの半値幅も、これにより一層狭 くすることができる。

[0037] 図 6 は、実施例 1 の光学フィルタについて、透過率の波長依存性を示 した

グラフである。比較のため、実施例 1 の光学フィルタから高屈折率層 1 1 を

省いた光学フィルタ （以下、比較例の光学フィルタ）についても透過率の波

長依存性を示す。なお、図 6 はシミュ レーシ ョンにより求めたものである。

[0038] 図 6 のように、実施例 1 の光学フィルタの透過率の波長依存性は、 8 6 0

n m付近にピークを有 した特性であり、そのピークでの透過率は 7 0 / 0、半

値幅はおよそ4 0 n mである。一方、比較例の光学フィルタの透過率の波長

依存性は、 8 7 5 n m付近にピークを有 した特性であり、そのピークでの透

過率は 7 0 %である。また、半値幅はおよそ 6 0 n mであり、実施例 1 の光

学フィルタに比べて半値幅が大きい特性となっている。実施例 1 と比較例の

光学フィルタでは、その透過特性が次の点で大きく異なっている。 7 5 0 〜

8 5 0 n mの波長帯域では、実施例 1 の光学フィルタは 1 0 %程度の透過率

であるのに対 し、比較例の光学フィルタは3 0 〜 4 0 %の透過率である。こ

の波長帯域において実施例 1 の光学フィルタが比較例の光学フィルタよりも

透過を抑制できているのは、高屈折率層 1 1 を導入 したことによる波長フィ

ルタリングの効果であることが理解できる。また、半値幅も高屈折率層 1 1

の導入により6 0 n mから4 0 n mに狭 くなつている。

[0039] 以上のように、実施例 1 の光学フィルタは、表面プラズモン共鳴を利用 し

た大域的な波長フィルタリングと、高屈折率層 1 1 を設けて伝搬モー ドを限

定することを利用 した波長フィルタリングとを行うものであり、この 2 つの

波長フィルタリング動作によって透過率が高く、透過波長のピークの半値幅

の狭い特性を得ることができる。また、実施例 1 の光学フィルタは、透過波

長ピークが近赤外領域 （7 0 0 〜 2 5 0 0 n m ) にある。従来、近赤外領域

に透過波長ピークを有する狭帯域な光学フィルタは、表面プラズモン共鳴を

利用 したものでは実現が難 しかったが、本開示ではこれを実現することがで

きている。



(実施例 2 )

図 7 は、実施例 2 の光学 フィルタの構成 を示 した図である。実施例 2 の光

学 フィルタは、実施例 1 の光学 フィルタの金属層 1 3 を金属層 2 3 に替えた

ものであ り、他の構成は実施例 1 の光学 フィルタと同様である。

[0040] 金属層 2 3 は、図 8 に示すように、 2 つの領域 2 3 A 、 2 3 B があ り、領

域 2 3 A では、所定の周期で金属 ドッ ト2 5 が正方格子状 に配列されたバタ

—ンとなってお り、領域 2 3 B では、領域 2 3 A の周期 よりも広い周期で、

金属 ドッ 卜2 5 が正方格子状 に配列されたパターンとなっている。 このよう

なパターンは、実施例 1 の光学 フィルタの製造工程 において、金属層をエ ツ

チングする際のフォ 卜レジス 卜のパターンを替えるだけで作製することがで

きる。

[0041 ] 金属層 2 3 の周期的構造の領域 2 3 A 、 2 3 B での周期の違いか ら、光が

領域 2 3 A に入射する場合の透過波長 ピークと、領域 2 3 B に入射する場合

の透過波長 ピークとは異なる。 したがって、実施例 2 の光学 フィルタは、 1

つの光学 フィルタにおいて、その光の入射位置の違いによって透過波長 ピ一

クを異な らせることができる。

[0042] なお、実施例 2 では金属層 2 3 の周期的構造を、その周期が異なる 2 つの

領域 と したが、周期が互いに異なる 3 つ以上の領域 とすることも当然に可能

である。

[0043] 本開示の光学 フィルタは、 フォ トダイオー ドを用いたセンサ装置における

S N比向上などに利用することができる。

[0044] 本開示の一態様 によれば、表面 プラズモン共鳴を用いて特定の波長帯域の

光を選択的に透過させる光学 フィルタにおいて、誘電体か らなる第 1 誘電体

層 と、第 1 誘電体層上に位置 し、第 1 誘電体層よりも屈折率の高い誘電体か

らなる第 2 誘電体層 と、第 2 誘電体層上に位置 し、第 2 誘電体層よりも屈折

率の低い誘電体か らなる第 3 誘電体層 と、第 3 誘電体層上に位置 し、周期的

構造を有 した金属か らな り、第 3 誘電体層 との界面で表面 ブラズモン共鳴を

生 じさせる金属層 と、 を有する光学 フィルタが提供される。



[0045] 第 2 誘電体層は、第 1誘電体層よりも屈折率の高い誘電体であれば任意の

材料を用いることができ、無機材料であっても有機材料であってもよい。作

製の容易さ、低コス ト化を考えると、第 2 誘電体層は酸化チタン （T i 〇2)

、 S i N (窒化ケィ素）、などの酸化物や窒化物であることが好ましい。

[0046] 第 2 誘電体層を設けることにより、本開示に係る光学フィルタは特定の伝

搬モ一 ドを透過させないようにできる。第 2 誘電体層の厚さを適切に設計す

ることで、透過させたくない波長帯域を抑制することができる。

[0047] 第 1、 3 誘電体層には、第 2 誘電体層よりも屈折率の小さい任意の材料を

用いることができ、無機材料であっても有機材料であってもよい。また、第

誘電体層と第 3 誘電体層とは異なる材料としてもよい。構造が簡易となり

低コス 卜化を図ることができるので同じ材料とするのがよい。第 1誘電体層

、第 3 誘電体層にはS i 〇2、M g F 2などを用いることができる。

[0048] 金属層は、 A l 、 A u 、 A g 、 C u 、M g 、 Z r 、 l n 、 S n 、 F e 、 C

0 、 N i 、 R h 、 I r 、 P t などの金属単体やそれらの合金を用いることが

できる。金属層は、 I T O (インジウム酸化スズ）、酸化亜鉛、などの導電

性酸化物を用いることもできる。特に、表面プラズモン共鳴の効果が高いA

1、 A u またはそれらの合金とすることが望ましい。

[0049] 金属層の周期的構造は、表面プラズモン共鳴を生 じうる任意の周期的構造

でよく、正方格子状、三角格子状、ス トライプ状などの構造とすることがで

きる。また、溝ゃ孔などの凹部によって周期的構造を構成 してもよい。 ドッ

卜などの凸部によって周期的構造を構成 してもよい。 ドッ卜ゃ孔の形状は、

平面視で、円、楕円、正三角形、正方形、正六角形など任意の形状を用いる

ことができ、その形状によって本開示の光学フィルタの特性を制御すること

も可能である。また、周期的構造の周期によって、本開示の光学フィルタの

透過波長のピークを制御することができる。たとえば、 ドットまたは孔を正

方格子状あるいは三角格子状に配置 して、周期を2 斗m以下とすれば、透過

波長のピークを4 0 0 〜 2 0 0 0 n mの間に制御することができる。

[0050] 凹部によって周期的構造を構成する場合、その凹部は空洞としてもよい。



その凹部は、金属層の酸化などによる腐食を防止するため、誘電体によって

埋めるようにしてもよい。凸部によって周期的構造を構成する場合も同様で

ある。

[0051 ] また、金属層の厚さは、本開示の光学フィルタの透過率、透過波長のピー

クの半値幅等に合わせて設計する。つまり、金属層の厚さによって本開示の

光学フィルタの透過率や透過波長のピークの半値幅等の制御が可能である。

[0052] 金属層上には、第 4 誘電体層をさらに設けてもよい。金属層の酸化等によ

る腐食を防止し、入射光の反射を防止するとともに、第 4 誘電体層と金属層

との界面に生じる表面プラズモン共鳴を利用して本開示の光学フィルタの透

過率、透過波長のピークの半値幅を向上させることができる。第 4 誘電体層

は、第 3 誘電体層と同一材料としてもよい。

[0053] 本開示の他の態様としては、金属層は、所定周期の周期的構造を有する第

1領域と、第 1領域とは異なる周期の周期的構造を有する第 2 領域とを有す

る構造とすることができる。この構造により、第 1領域を透過する光と第 2

領域を透過する光とで、透過領域を変えることができる。もちろん、第 1、

2 領域とは周期の異なる第 3 領域、第 1 〜 3 領域とは周期の異なる第 4 領域

などをさらに有する構造としてもよい。

[0054] 本開示によれば、金属層と第 3 誘電体層との界面に生じる表面プラズモン

共鳴による大域的な波長フィルタリングだけでなく、第 2 誘電体層を設けた

ことによる伝搬モ一 ドの限定により狭帯域な波長フィルタリングを行うこと

ができる。そのため、狭帯域な光学フィルタを実現することができる。特に

、表面プラズモン共鳴を用いた光学フィルタでは従来難 しかつた近赤外領域

に透過波長ピークを有する特性が実現されうる。

[0055] 以上、本開示の実施形態、構成、態様を例示 したが、本開示に係わる実施

形態、構成、態様は、上述 した各実施形態、各構成、各態様に限定されるも

のではない。例えば、異なる実施形態、構成、態様にそれぞれ開示された技

術的部を適宜組み合わせて得られる実施形態、構成、態様についても本開示

に係わる実施形態、構成、態様の範囲に含まれる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 表面 プラズモン共鳴を用いて特定の波長帯域の光 を選択的に透過 さ

せ る光学 フィルタにおいて、

誘電体か らなる第 1 誘電体層 （1 0 ) と、

前記第 1 誘電体層 （1 0 ) 上 に位置 し、前記第 1 誘電体層 （1 0 )

よ りも屈折率の高い誘電体か らなる第 2 誘電体層 （1 1 ) と、

前記第 2 誘電体層 （1 1 ) 上 に位置 し、前記第 2 誘電体層 （1 1 )

よ りも屈折率の低 い誘電体か らなる第 3 誘電体層 （1 2 ) と、

前記第 3 誘電体層 （1 2 ) 上 に位置 し、平面方向に周期的構造 を有

した金属か らな り、前記第 3 誘電体層 （1 2 ) との界面で表面 プラズ

モン共鳴を生 じさせ る金属層 （1 3 、 2 3 ) と、

を有する光学 フィルタ。

[ 請求項2] 前記金属層 （2 3 ) は、所定周期の周期的構造 を有する第 1 領域 （

2 3 A ) と、前記第 1 領域 （2 3 A ) とは異なる周期の周期的構造 を

有する第 2 領域 （2 3 B ) と、 を有する請求項 1 に記載の光学 フ ィル

タ。

[ 請求項3] 前記第 2 誘電体層 （1 1 ) は、酸化物 または窒化物である請求項 1

または請求項 2 に記載の光学 フィルタ。

[ 請求項4] 前記第 2 誘電体層 （1 1 ) は、酸化チタン、 または窒化ケィ素であ

る請求項 1 ない し請求項 3 のいずれか 1 項 に記載の光学 フィルタ。

[ 請求項 5] 前記金属層 （1 3 、 2 3 ) は、 A u 、 A I 、 またはそれ らの合金で

ある請求項 1 ない し請求項 4 のいずれか 1 項 に記載の光学 フィルタ。

[ 請求項6] 前記金属層 （1 3 、 2 3 ) 上 に位置する第 4 誘電体層 （1 4 ) をさ

らに有する請求項 1 ない し請求項 5 のいずれか 1 項 に記載の光学 フィ

ルタ。

[ 請求項7] 透過帯域が近赤外領域である請求項 1 ない し請求項 6 のいずれか 1

項 に記載の光学 フィルタ。











INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 4 / 0 0 2 2 7 6
A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
G02B5/2 0 ( 2 6 1 ) i , B32B / 0 2 ( 2 0 0 6 1 ) i , B32B1 5 / 0 ( 2 0 0 6 1 )

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED

Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
G 0 2 B 5 / 2 0 , B 3 2 B 7 / 0 2 , B 3 2 B 1 5 / 0 4

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2014

Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1971-2014 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2014

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C. DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

X WO 2 0 1 1 / 1 3 9 7 8 5 A 2 ( THE REGENT S O F THE - 5 , 7

Y UNIVERS ITY O F MICH IGAN ) ,

1 0 November 2 0 1 1 ( 1 0 . 1 1 . 2 0 1 1 ) ,

paragraphs [ 0 0 1 ] , [ 0 0 9 ] t o [ 0 0 7 2 ] ； fig 2 5 A

t o D

& J P 2 0 1 3 - 5 2 5 8 3 A & U S 2 0 1 1 / 0 2 8 5 9 4 2 A l

& E P 2 5 4 2 4 7 A & C N 1 0 2 8 7 0 0 1 8 A

& K R 1 0 - 2 0 1 3 - 0 1 1 8 7 2 9 A

J P 2 0 1 0 - 9 0 2 5 A ( Canon I n c . ) ,

1 4 January 2 0 1 0 ( 1 4 . 0 1 . 2 0 1 0 ) ,

paragraphs [ 0 0 8 1 ] t o [ 0 0 9 5 ] ； fig . 1

& U S 2 0 0 9 / 0 2 9 2 4 A l & E P 2 1 2 8 5 A l

& C N 1 0 1 5 9 2 7 5 1 & K R 1 0 - 2 0 0 9 - 0 1 2 0 1 2

Further documents are listed in the continuation of Box C. ι ] See patent family annex.

Special categories of cited documents: 'T" later document published after the international filing date or priority
"A" document defining the general state of the art which i s not considered to date and not in conflict with the application but cited to understand

be of particular relevance the principle or theory underlying the invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international filing Χ" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

"L" document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other Ύ " document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered to involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibition or other means combined with one or more other such documents, such combination
"p" being obvious to a person skilled in the artdocument published prior to the international filing date but later than the

priority date claimed '&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
0 5 June , 2 0 1 4 ( 0 . 0 . 1 4 ) 1 7 June , 2 0 1 4 ( 1 . 0 . 1 4 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Offi c e

Facsimile N Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 4 / 0 0 2 2 7 6

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

Y J P 2 0 1 0 - 1 7 0 0 8 5 A ( Canon I n c . ) , 6
0 5 Augus t 2 0 1 0 ( 0 5 . 0 8 . 2 0 1 0 ) ,
paragraphs [ 0 1 0 0 ] t o [ 0 1 0 3 ] , [ 0 1 1 5 ] ； fig . 1 1
6 U S 2 0 1 1 / 0 1 2 8 4 0 5 A l & E P 2 3 2 4 3 7 8 A
& WO 2 0 1 0 / 0 7 3 5 4 3 A l & CN 1 0 2 2 5 7 4 1 0 A

Form PCT/ISA/210 (continuation of second sheet) (July 2009)



国際調査報告 国際出願番 号 P C T J P 2 0 1 4 0 0 2 2 7 6

発 明の属す る分野 の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. G02B5/20 (2006. 01) i , B32B7/02 (2006. 01) i , B32B15/04 (2006. 01) i

B . _ 調 査 を行 った分野
調査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. G02B5/20, B32B7/02, B32B15/04

最小限資料以外の資料 で調査 を行 った分野 に含 ま

日本 国実用新案公報 9 2 2
日本 国公 開実用新案公報 9 7 1
日本 国実用新案登録公報 9 9 6
日本 国登録 実用新案公報 9 9 4 221

ooo9
国際調査 で使用 した電子デ -ス （デー タベ ー ス の 9111名称 、調査 に使用 した用語 )

4446
年年年年

C . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る

引用文献名 及 び一部の箇所が関連す る ときは、その関連す る箇所 の表示 請求項 の番号

X 0 2011/139785 A2 (THE REGENTS OF THE UNIVERSITY OF MICHIGAN) 1-5, 7

Y 2011. 11. 10, 段 落 [0061] , [0069] - [0072] , 第 25A-D 図 6

& JP 2013-525863 A & US 2011/0285942 A l & EP 2564247 A

& CN 102870018 A & KR 10-2013-0118729 A

JP 2010-9025 A (キャ ノ ン株 式会社）
2010. 01. 14, 段 落 【0081】 - 【0095】，第 1 図
& US 2009/0296246 A l & EP 2128665 A l & CN 101592751 A

& KR 10-2009-0125012 A

C 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい る リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公表 された文献
「Α 」特 に関連 （ 文献 ではな く、一般 的技術水準 を示す 「T 」国際出願 日又 は優先 日後 に公表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾す るも の で はな く、発 明の原理又は理論
「E 」国際出願 日前 の出願 または特許 であ るが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た もの 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発行 の新規性又 は進歩性 がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた めに引用す 「Υ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

「o 」口頭 に よる開示、使用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
「P 」国際出願 日前 で、かつ優先権の主張の基礎 とな る出願 「& 」同一パ テ ン トフ アミリー文献

国際調査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
0 5 . 0 6 . 2 0 1 4 7 . 0 6 . 2 0 1 4

国際調査機 関の名称及 びあて先 特許庁審査官 （権限 職員 ) 2 O 2 9 0 5

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
本 田 博 幸

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 内線 3 2 7

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際出願番号 P C T J P 2 0 1 4 0 0 2 2 7 6

C (続 き） . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る

引用文献名 及 び一部の箇所が関連す る ときは、その関連す る箇所 の表示 請求項の番号

J P 2010-170085 A ( キ ャ ノ ン 株 式会社）
2010. 08. 05, 段 落 【0100】 - 【0103 】 ， 【0115 】，第 11 図
& US 2011/0128405 A l & EP 2324378 A & WO 2010/073543 A l

& CN 102257410 A

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジの続 き） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

